別紙
事業実施者の概要と実施計画（変更）

１．事業実施者の詳細
	氏　名

	年齢

	住　　所

	所属漁協

	漁船登録番号

	漁業種類

	船名

	トン数

	セーフティーネット
契約管理番号
	浜プラン認定番号
	備　考


	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）浜プラン認定番号については、参加する再生委員会が水産庁長官から受領した承認通知書の文書番号を記入。

２．競争力強化型機器等導入の詳細
（１）導入機器等に係る事項
	導入日

	導 入 機 器 名
	単　価
（円）
	導入数
	導入金額
（円）

	
	種別
	型式認定機関証番号
	型式・機種等
	
	
	

	

	
	
	
	
	
	


（注）１　導入しようとする機器等の詳細資料を添付すること（機種・型式・能力及び被代替機器の導入時期等が把握できる書類）。
　　　２　原則として、３社以上の見積りを徴した上で、比較検討を行い、導入計画を作成すること。
　　　３　型式認定機関証番号は、一般社団法人海洋水産システム協会が制定している番号がある場合に記入すること。　

（２）事業費用一覧
	
導 入 費 用 額
（円）

	負　担　区　分
	担保
措置
の
有無
	耐用
年数
（年）


	
	国庫補助額（円）
（Ａ）

	自己負担額
	その他市町村等
事業での助成額
（円）
	
	

	
	
	税抜額（円）
（Ｂ）
	消費税額（円）
（Ｃ）
	
	
	

	

	

	

	

	

	

	



（注）「耐用年数」の欄は、導入する機械等の耐用年数を記載すること。

３．漁業経営の状況及び今後の競争力強化対策
（１）漁業経営
	・現状及び問題点
	



（２）競争力強化の取組
	・現状及び問題点
	

	・被代替機について

	種　　別
	メーカー名
	型式・機種等

	
	
	
	

	・業務要領第５章第２条１の（１）に該当する機器等を導入する場合は○を記載
	



	・機器等を導入することにより可能となる競争強化の取組及びその他の収益向上の取組
	




※業務要領第２条１の（１）に該当する機器等を導入する場合は、その計算根拠を別添すること。

（３）取組の目標（ＫＰＩ）
○漁業所得10％以上向上の例　（※③漁労支出の内訳を明確に区分できない場合は、目安となる割合を示すこと。）

	

	基準年

	１年目
（28年度）
	２年目
（29年度）
	３年目
（30年度）
	４年目
(令和元年度)
	５年目
（2年度）
	備　考


	①漁業所得（②－③）
	万円
	
	
	
	
	
	

	　向上割合（対基準年）   
	－
	％
	％
	％
	％
	％
	

	②漁労収入
	万円
	
	
	
	
	
	

	③漁労支出
	万円
	
	
	
	
	
	

	      雇用労賃
	万円（％）
	
	
	
	
	
	

	      漁船・漁具費
	万円（％）
	
	
	
	
	
	

	      油費
	万円（％）
	
	
	
	
	
	

	      その他
	万円（％）
	
	
	
	
	
	



○償却前利益10％以上向上の例

	

	基準年

	１年目
（28年度）
	２年目
（29年度）
	３年目
（30年度）
	４年目
(令和元年度)
	５年目
（2年度）
	備　考


	①償却前利益（※１）
	万円
	
	
	
	
	
	

	　向上割合（対基準年）   
	－
	％
	％
	％
	％
	％
	

	②漁労収入
	万円
	
	
	
	
	
	

	③漁労支出
	万円
	
	
	
	
	
	

	      雇用労賃
	万円
	
	
	
	
	
	

	      漁船・漁具費
	万円
	
	
	
	
	
	

	      油費
	万円
	
	
	
	
	
	

	      販売手数料
	万円
	
	
	
	
	
	

	      その他の漁労支出
	万円
	
	
	
	
	
	

	      減価償却費
	万円
	
	
	
	
	
	

	④漁労利益（②－③）
	万円
	
	
	
	
	
	

	⑤経常利益（※２）
	万円
	
	
	
	
	
	


（※１）償却前利益＝経常利益＋減価償却費
（※２）経常利益＝漁労利益＋漁労外売上高－（漁労外売上原価＋漁労外販売費及び一般管理費）＋営業外収益－営業外費用

○設定した基準年の種類
	基準年
	（※該当するものに○を記載）

	５中３
	

	直近５ヶ年の平均
	

	直近３ヶ年の平均
	

	直近年（前年）
	

	その他
	（※その他の場合、基準年の設定方法や設定に至った理由を必ず記載すること。）


　＜注意事項＞
　取組の目標（ＫＰＩ）の基準年については、５中３（直近５ヶ年のうち、最大と最小を除いた３ヶ年平均）、直近５ヶ年の平均、直近３ヶ年の平均、直近年（前年）などの適切な根拠を持つものとする。



４．広域浜プランとの連携について（連携が未だ無い場合は、調整協議会の内容等を記入）
	認定（予定）日
	認定番号
	広域委員会（調整協議会）の名称
	広域浜プランの（予定）概要

	

	

	

	



（注）認定日及び認定番号については、参加する広域委員会が水産庁長官から受領した承認通知書の日付と文書番号を記入。


５．過去の省エネ機器事業の利用状況（利用が無い場合は未記入）
	グループ名
	該当事業及び年度
	助成を受けた機器
	導入年月日

	

	

	

	



（注）過去の省エネ機器事業とは、①体質強化グループ活動支援事業（平成21～23年度実施）、②漁業経営体質強化機器設備導入支援事業（平成23～27年度実施）及び③省エネ機器等導入推進事業（平成25～27年度実施）の３事業。


６．添付資料


